
10　 下水道事業会計予算
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このページは空白です。



（総　　則）

第１条 令和２年度筑後市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

１，６４０，３００ ㎥

４，４９３ ㎥

公共下水道管渠整備事業 ３０３，１２５千円

流域下水道建設負担金 ５８，４４７千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

９１９，７７９千円

第１項 ２８７，０９３千円

第２項 ６３２，６８５千円

第３項 １千円

８１１，４８６千円

第１項 ６９１，１１９千円

第２項 １１８，３７４千円

第３項 ９９３千円

第４項 １，０００千円

収                     入

令和２年度筑後市下水道事業会計予算

年 間 有 収 水 量

一日平均有収水量

主な建設改良事業

（１）

（２）

（３）

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

営 業 外 費 用

下 水 道 事 業 費 用

特 別 損 失

支　　                 出

第１款

第２款

下 水 道 事 業 収 益

予 備 費
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　３６４，５０２千円は、

　当年度分損益勘定留保資金等で補てんし措置するものとする。）

３６９，２７２千円

第１項 １９０，１７５千円

第２項 １０９，５００千円

第５項 １５，９５２千円

第７項 ５３，６４５千円

７３３，７７４千円

第１項 ３６１，８２２千円

第２項 ３７１，９５２千円

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間、限度額は、次のとおりと定める。

収                     入

支　　                 出

負担金及び分担金

期　　間 限　度　額

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

国 庫 補 助 金

企 業 債

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

第３款

第４款

事　　項

他 会 計 負 担 金

下水道台帳システム賃借料 平成30年度～令和3年度 ５，６４４千円



（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は、７００，０００千円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

６２，１２３千円

(利益剰余金の処分)

第10条 当年度の利益剰余金のうち８８，５２６千円は、次のとおり処分するものと定める。

第４条資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額の補てんとして ８８，５２６千円（１）

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行・その他の場合には、その債権者
と協定するものによる。
ただし、市財政の都合により据置期間及び
償還期限を短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。

利率

４．０％以内

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい

て、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し

後の利率）

証書借入
又は

証券発行

政府資金
銀 行

そ の 他
流域下水道事業債 ５７,０００千円

１３３,１７５千円公共下水道事業債

（１） 職 員 給 与 費

（１）

限度額起債の目的 起債の方法 償還の方法

営業費用と営業外費用と特別損失の間
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（単位：千円）

1

1

1

2

4

2

1

3

4

6

9

10

6192 長期前受県補助金戻入益

他 会 計 負 担 金 546,168 

3 その他雑収益

1 他会計負担金

1 長期前受国庫補助金戻入益

546,168

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                   入

予 定 額

66,675

1 下水道使用料

1

3,000

283,735

356

1

1

2 下水道占用料

3 暗渠使用料 1

4 延滞金

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

下 水 道 使 用 料

受 託 工 事 収 益

受 取 利 息 及 び

そ の 他 営 業 収 益

1

3,000 

356 

8 長期前受他会計負担金戻入益

3 長期前受受益者負担金戻入益 3,100

3

令和２年度　筑後市下水道事業会計予算実施計画

款 備 考項

1 受託工事収益

目

長 期 前 受 金 戻 入

919,779 

287,093 

283,737 

地方消費税還付金

84,012 

632,685 

1 

1 

2 手数料

雑 収 益

受 取 配 当 金

1

6,171

5 過料

7,447

5 長期前受受贈財産評価額戻入益

消 費 税 及 び

1 預金利息

1

国 庫 補 助 金 2,500 1 国庫補助金 2,500

1 消費税及び地方消費税還付金



（単位：千円）

3

2 1 過年度損益修正益

特 別 利 益 1 

1 

予 定 額

1過年度損益修正益

款 項 備 考目
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（単位：千円）

2

1

1

2

4

30

2,391

15,940

下 水 道 事 業 費 用

款 項

支                   出

目

3,000

8,567

4,444

100

811,486 

総 係 費

営 業 費 用

通勤手当

1 給料

2 手当等

10 材料費

9 備消品費

5,493

622

938

1,539

備 考

管 渠 費

22 工事請負費

20,744 

予 定 額

691,119 

12 光熱水費

23 使用料及び賃借料

240

16 修繕費

期末勤勉手当

受 託 工 事 費

61,201 

3,000 

624

33

21 委託料

扶養手当

8,384

100

13 動力費

1,500

8,000

住居手当

455

117

5,235

時間外手当

22 工事請負費

管理職員特別勤務手当

7 退職給付費

8 旅費

5 法定福利費

609 備消品費

管理職手当



（単位：千円）

5

6

2

1

3

3

4

4

1

備 考

15619 通信運搬費

9,981

予 備 費

23 使用料及び賃借料

減 価 償 却 費

支 払 利 息

消 費 税 及 び

款 項

333,214 

営 業 外 費 用 118,374 

3 一時借入金利息

54

9,847

27 食糧費

1 有形固定資産減価償却費

272,960 

115,924 

4

予 定 額

1 企業債利息

2,450

3

1,747

115,874

50

1 消費税及び地方消費税

993

686

20 手数料

230,266

272,960

2,197

437

10

1,000

993 

1 過年度損益修正損

特 別 損 失

1,000 

1,000 

1 流域下水道維持管理負担金

26 補助金

15 印刷製本費

21 委託料

過年度損益修正損

地 方 消 費 税

34 貸倒引当金繰入額

目

維 持 管 理 負 担 金

2,450 

993 

予 備 費

2 無形固定資産減価償却費

242

25 負担金

1 予備費

102,948

流 域 下 水 道

29 保険料

37 賞与引当金繰入額

38 法定福利引当金繰入額

28 厚生費 153
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（単位：千円）

3

1

1

2

1

5

1

2

7

4

備 考

企 業 債

負担金及び分担金

資 本 的 収 入

国 庫 補 助 金

1 受益者分担金

予 定 額

1 受益者負担金

190,175 

109,500 

款 項 目

109,500 

15,952 

190,175 1 建設改良企業債

369,272 

資 本 的 収 入 及 び 支 出

53,645 53,645

100 

建 設 改 良 企 業 債

他 会 計 負 担 金 1 他会計負担金

109,500国 庫 補 助 金

他 会 計 負 担 金 53,645 

100

15,852 15,852

1 国庫補助金

190,175

収                   入

受 益 者 分 担 金

受 益 者 負 担 金



（単位：千円）

4

1

1

29 保険料

建 設 改 良 費

4,917

16 修繕費 150

23 使用料及び賃借料 1,740

45

370

予 定 額

24 補償費 3,000

517

733,774 

38

4,066

324

資 本 的 支 出

款

303,125 

361,822 

項

時間外手当 2,899

支                   出

目

25 負担金

720

14,493

1,272

112

9,393

5,353

255,50022 工事請負費

通勤手当

児童手当

5,000

期末勤勉手当

住居手当

5 法定福利費

備 考

11 被服費 84

14 燃料費 126

施 設 建 設 費

21 委託料

19 通信運搬費

8 旅費

9 備消品費

1 給料

扶養手当

2 手当等
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（単位：千円）

2

3

2

1

100

371,952371,952 1 企業債償還金（建設改良費等）

固 定 資 産 購 入 費

1 流域下水道建設負担金58,447 

款 項 目

150

企 業 債 償 還 金

3 工具器具及び備品購入費

250 1 土地購入費

38 法定福利引当金繰入額

建 設 負 担 金

395

予 定 額 備 考

2,004

企 業 債 償 還 金 371,952 

流 域 下 水 道

37 賞与引当金繰入額

58,447



（単位：千円）

0

　国庫補助金等による収入 109,500

　支払利息 115,924

0

　未収金の増減額 29,907

　その他流動資産の増減額

　未払金の増減額 22,862

　無形固定資産の取得による支出

△ 152,938　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　受益者負担金・分担金による収入 15,952

　他会計負担金による収入 53,645

　他会計補助金による収入 0

　有形固定資産の取得による支出 △ 332,035

　利息及び配当金の受取額 1

　利息の支払額 △ 115,924

　業務活動によるキャッシュ・フロー 385,276

　長期前受金戻入額 △ 84,012

　受取利息及び受取配当金 △ 1

　小計 501,199

　その他流動負債の増減額

　特定収入仮払消費税の調整額 △ 11,404

0

　固定資産除却費 0

　引当金の増減額 5,337

　貸倒引当金の増減額 686

　減価償却費 333,214

令和2年度　筑後市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 88,686
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　資金期末残高

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 181,776

　資金の増加額（又は減少額） 50,562

93,308

　資金期首残高 42,746

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 371,951

190,175

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー



1

＊表中( )書の人数は、再任用・任期付短時間勤務職員、非常勤一般職員（外書き）

＊期末・勤勉手当及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

62,123

128

18,500

145 5,367

△ 56120

2,569 30

△ 44 2,721 △ 277△ 258比　較

計

8

(0)

一般職 給　料

8

扶養手当

給　与　費　明　細　書

(0)
30,433 20,706

職員数(人)

手 当
区　　分

51,139

　(1)　総　括

0

189

(0)
2,206

本年度

△ 1,086

前年度

手
当
の
内
訳

960 948

50,019

10,984

(単位：千円)

5,290 30 622 7,344

時間外
勤務手当

10,856 60,875

1,120

期末手当

備　　考
給　　  与  　　費

法定福利費

通勤手当

1,248

31,519

住居手当

1,206

比　較

合　　計

0 0

5,423

管理職員
特別勤務手当

管理職手当

一　般　職 （会計年度任用職員以外の職員）

区　分

本年度

前年度

勤勉手当

622 7,621840
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千円 千円

〔現に在職する職員数〕

（令和2年1月1日現在）

（平成31年1月1日現在）

（ ）書の人数は短時間勤務職員（外書き）

千円

8 人 (0 人)

・平均改定率 △ 0.33%

・平均昇給率

(0 人)

1.90%

備　　　　考

職員数の異動状況

△ 1,564 0 人 (0 人)

区　　分 増減額

給与改定に伴う増減分

　(2)　給料及び手当の増減額の明細

△ 1,086

578

△ 100

本年度

採用退職の状況

採用（令和2年度見込）

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　明

普通昇給に伴う増加分

増　減

8 人

前年度

退職（平成31年度見込）

0 人

0 人

2,206

2,075

131制度改正に伴う増減分

その他増減分

改正に伴う調整
・勤勉手当増加分

その他増減分
職員の新陳代謝及び
その他による増減分

千円

職員の新陳代謝及び
その他による増減分

手　　当

給　　料



行　政　職

314,025

341,875

38.3

346,925

380,050

42.0

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 25.0 １級

２級 ２級 12.5

３級 12.5 ３級

４級 37.5 ４級 62.5

５級 12.5 ５級 12.5

６級 12.5 ６級 12.5

７級 ７級

(0.0) (0.0) 

100.0 100.0

＊表中（ )書の人数は、再任用・任期付短時間勤務職員（外書き）

計
(0)

計
(0)

8 8

1 1

1 1

1

1

3 5

　ウ　級別職員数

区　　分 行　　　政　　　職 区　　分 行　　　政　　　職

令和2年1月1日現在

職員数(人)

平成31年1月1日現在

職員数(人)

2

平成31年1月1日現在

　平均給料月額　(円)

　平均給与月額　(円)

　平　均　年　齢　(歳)

令和2年1月1日現在

　平均給料月額　(円)

　平　均　年　齢　(歳)

　平均給与月額　(円)

183,100

150,600

182,200

155,700

大 学 卒

高 校 卒

　(３)　給料及び手当の状況

　ア　職員１人当たり給与 　イ　初任給 (単位：円)

区　　　　　　　分 国の制度
区　　　分 行政職

行政職（一）
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（等級別基準職務表） エ　昇給

代表的な職種

行 政 職

職 員 数 （Ａ） （人） 8 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 8 8

2号給 （人） 0

3号給 （人） 0

4号給 （人） 7 7

5号給 （人） 1 1

6号給 （人） 0

8号給 （人） 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0% 100.0%

職 員 数 （Ａ） （人） 8 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 8 8

2号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人） 8 8

5号給 （人）

6号給 （人）

8号給 （人）

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0% 100.0%

号給数別内訳

合　　計

行政職

１級 主事の職務

本
　
　
年
　
　
度

２級 主任主事の職務

３級 主査の職務 号給数別内訳

区分
職務
の級

４級

５級

基準となる職務 区　　分

６級

７級

担当係長、主任主査及びこ
れらに相当する職務で規則
で定めるもの

課長補佐、参事補佐及び教
育指導主事の職務

前
　
　
年
　
　
度

課長、参事、主任教育指導
主事及びこれらに相当する
職務で規則で定めるもの

部長及びこれに相当する職
務で規則で定めるもの



オ　期末手当・勤勉手当

＊表中(  )書の支給率は、再任用職員の支給率

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

１２月（月分）

本年度

区分

47.709 月

47.709 月

2.225

24.586875　月

2.225

支給率等

区分

(1.175)

2.25

(1.175)

2.25

支給対象職員数（人）

国の制度
（支給率等）

支給率　（％）

支給対象地域

-

-

６月（月分）

(2.35)

国の指定基準に基づく支給率（％）

有

-

備考

定年前早期退職特例措置
（6％～15％加算）

支給率計
（月分）

(2.35)

4.50

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

支　給　期　別　支　給　率

２０年勤務の者

24.586875　月

最高限度 その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

47.709 月33.27075 月

33.27075 月

３５年勤務の者

前年度

47.709 月

有

4.45

備考２５年勤務の者

(1.175) (1.175)
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ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

-

- -

支給対象職員の比率（％）
（令和2年1月1日現在）

代表的な職種

給料総額に対する比率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称

区分 全職種

-

通勤手当

国の制度との異同

同じ

同じ

異なる 交通用具使用者の距離区分及び支給額

扶養手当

住居手当

差異の内容

-

行政職

-

区分



期　　間 期　　間

2,830
下 水 道 台 帳
シ ス テ ム 賃 借 料

5,644
平成30年度から
平成31年度まで

2,814
令和2年度から
令和3年度まで

2,830

事　　　　項 限　度　額

前年度末までの 当該年度以降の

支出（見込）額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

支 出 予 定 額

千円 千円 千円

金　額 金　額

左 の 財 源 内 訳

営 業 収 益
千円
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（単位：千円）

無 形 固 定 資 産 合 計 1,480

イ 出 資 金 1,480

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

令和2年度　筑後市下水道事業予定貸借対照表
(令和3年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 3,497

ロ 建 物 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ 構 築 物 9,806,237

減 価 償 却 累 計 額 △ 450,911 9,355,326

ニ 機 械 及 び 装 置 65,349

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,558 55,791

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 163

減 価 償 却 累 計 額 0 163

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 458

減 価 償 却 累 計 額 △ 87 371

ト 建 設 仮 勘 定 552,800

有 形 固 定 資 産 合 計 9,967,948

(2) 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 2,358,440

2,358,440

12,327,868

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 93,308

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 778 16,535

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

(2) 未 収 金

イ 営 業 未 収 金 14,748

ロ そ の 他 未 収 金 2,565



資 産 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計

(3) 前 払 費 用 0

(4) そ の 他 流 動 資 産 0

109,843

12,437,711

負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債 6,103,672

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 80,516

6,184,188

4 流 動 負 債

(1) 一 時 借 入 金 0

(2) 企 業 債 380,058

(3) 未 払 金

イ 営 業 未 払 金 22,746

ロ 営 業 外 未 払 金 4,673

ハ そ の 他 未 払 金 43,553 70,972

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 5,033

ハ 法 定 福 利 費 引 当 金 0 5,033

(6) 預 り 金 0

(7) 仮 受 金 0

(8) そ の 他 流 動 負 債 0

456,063
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繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

5 繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

イ 国 庫 補 助 金 3,721,014

ロ 県 補 助 金 30,411

ハ 受 益 者 負 担 金 227,426

ニ 受 益 者 分 担 金 100

ホ 受 贈 財 産 評 価 額 279,814

ヘ 他 会 計 補 助 金 0

ト 工 事 負 担 金 0

チ 他 会 計 負 担 金 514,260

リ そ の 他 長 期 前 受 金 0 4,773,025

(2) 長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

イ 159,862

ロ 1,455

国 庫 補 助 金 収 益 化 累 計 額

ハ 7,738

県 補 助 金 収 益 化 累 計 額

受 益 者 負 担 金 収 益 化 累 計 額

ニ 0受 益 者 分 担 金 収 益 化 累 計 額

ホ 12,343受 贈 財 産 評 価 額 収 益 化 累 計 額

ヘ 0

ト 0

他 会 計 補 助 金 収 益 化 累 計 額

チ 18,720

工 事 負 担 金 収 益 化 累 計 額

他 会 計 負 担 金 収 益 化 累 計 額

リ 0 △ 200,118そ の 他 長 期 前 受 金

4,572,907

11,213,158



利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 の 部

6 資 本 金

(1) 資 本 金

イ 固 有 資 本 金 1,107,248

ロ 組 入 資 本 金 0 1,107,248

資 本 剰 余 金 合 計

1,107,248

イ 国 庫 補 助 金 0

ロ

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

県 補 助 金 0

ハ 受 益 者 負 担 金 0

ニ 受 益 者 分 担 金 0

ホ 受 贈 財 産 評 価 額 0

ヘ 他 会 計 補 助 金 0

ト 工 事 負 担 金 0

チ 他 会 計 負 担 金 0

リ 再 評 価 積 立 金 0

ヌ そ の 他 資 本 剰 余 金 0

0

(2) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 0

117,305

ニ そ の 他 積 立 金 0

ホ 当年度未処分利益剰余金 117,305

1,224,553

12,437,711

117,305
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（単位：千円）

平成31年度　筑後市下水道事業予定損益計算書
(平成31年4月1日から令和2年3月31日まで)

1 営 業 収 益

(1) 下 水 道 使 用 料 251,818

(2) 受 託 工 事 収 益 456

(4) そ の 他 の 営 業 収 益 167 252,441

2 営 業 費 用

(1) 管 渠 費 15,149

(2) 受 託 工 事 費 623

(3) 業 務 費 0

(4) 総 係 費 123,287

営 業 損 失 493,011

(5) 流域下水道維持管理負担金 272,598

(6)

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 0

(8) そ の 他 の 営 業 費 用 0 745,452

(3) 他 会 計 負 担 金 529,790

3 営 業 外 収 益

(6) 長 期 前 受 金 戻 入 116,106

(7)

(2) 他 会 計 補 助 金 0

引 当 金 戻 入 0

645,896

4 営 業 外 費 用

(8) 雑 収 益 0

(1) 支 払 利 息 118,699

(2) 雑 支 出 0 118,699 527,197

経 常 利 益 34,186

(3) 他 会 計 負 担 金 0

(7) 資 産 減 耗 費 0

減 価 償 却 費 333,795

(5) 県 補 助 金 0

(4) 国 庫 補 助 金 0



5 特 別 利 益

(3) そ の 他 特 別 利 益 0 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

6 特 別 損 失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(4) そ の 他 特 別 損 失 5,189 5,568 △ 5,568

当 年 度 純 利 益 28,618

当年度未処分利益剰余金 28,618

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(3) 過 年 度 損 益 修 正 損 379

(2) 減 損 損 失 0

- 447 -



- 448 -

（単位：千円）

イ 営 業 未 収 金 44,382

ロ そ の 他 未 収 金 2,838

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 1,480

イ 出 資 金 1,480

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

イ 施 設 利 用 権

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 92 47,128

(2) 未 収 金

(1) 現 金 預 金 42,746

2 流 動 資 産

2,408,254

12,329,046

2,408,254

9,919,312

(2) 無 形 固 定 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 274,134

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 322

減 価 償 却 累 計 額 △ 43 279

減 価 償 却 累 計 額 0 163

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,779 60,570

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 163

ニ 機 械 及 び 装 置 65,349

減 価 償 却 累 計 額 △ 225,468 9,580,769

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ 構 築 物 9,806,237

ロ 建 物 0

イ 土 地 3,397

(1) 有 形 固 定 資 産

平成31年度　筑後市下水道事業予定貸借対照表
(令和2年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産



流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 負 債 合 計

(4) そ の 他 流 動 資 産

ハ そ の 他 未 払 金 18,103 48,110

425,250流 動 負 債 合 計

(6) 預 り 金 0

(8) そ の 他 流 動 負 債 0

(7)

ハ 法 定 福 利 費 引 当 金 0 5,189

イ 退 職 給 付 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 5,189

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金

(3) 未 払 金

0

(2) 企 業 債 371,951

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債 6,293,555

3 固 定 負 債

89,874

12,418,920

負 債 の 部

(3) 前 払 費 用 0

0

(2) 引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金

6,368,578

75,023

イ 営 業 未 払 金 22,430

(1) 一 時 借 入 金

ロ 営 業 外 未 払 金 7,577

仮 受 金 0
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負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計 4,489,225

11,283,053

(2) 長期前受金収益化累計額

ロ 県 補 助 金

5 繰 延 収 益

イ 国 庫 補 助 金 3,621,467

(1) 長 期 前 受 金

30,411

ハ 受 益 者 負 担 金 213,015

ニ 受 益 者 分 担 金 0

ホ 受 贈 財 産 評 価 額 279,814

ヘ 他 会 計 補 助 金 0

ト 工 事 負 担 金 0

チ 他 会 計 負 担 金 460,624

リ そ の 他 長 期 前 受 金 0 4,605,331

イ 93,187

ロ 836

国 庫 補 助 金 収 益 化 累 計 額

県 補 助 金 収 益 化 累 計 額

ハ 4,638受益者負担金収益化累計額

ニ 0受益者分担金収益化累計額

ホ 6,172受贈財産評価額収益化累計額

ヘ 0

ト 0

他会計補助金収益化累計額

工 事 負 担 金 収 益 化 累 計 額

チ 11,273他会計負担金収益化累計額

リ 0 △ 116,106そ の 他 長 期 前 受 金



資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

ハ 建 設 改 良 積 立 金

1,135,867

12,418,920

28,619

28,619

ホ 当年度未処分利益剰余金 28,619

0

ロ 利 益 積 立 金 0

イ 減 債 積 立 金 0

0

(2) 利 益 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

1,107,248

7 剰 余 金

イ 固 有 資 本 金 1,107,248

ロ 組 入 資 本 金 0

(1) 資 本 金

資 本 の 部

6 資 本 金

ハ 受 益 者 負 担 金 0

1,107,248

イ 国 庫 補 助 金 0

ロ 県 補 助 金 0

ニ 受 益 者 分 担 金 0

ホ 受 贈 財 産 評 価 額 0

ヘ 他 会 計 補 助 金 0

ト 工 事 負 担 金 0

0

チ 他 会 計 負 担 金 0

ニ そ の 他 積 立 金 0

リ 再 評 価 積 立 金 0

ヌ そ の 他 資 本 剰 余 金
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　Ⅰ．重要な会計方針
１　固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法・・・定額法
　　　　・主な耐用年数

構築物 50年
機械及び装置 10～20年
車両運搬具 4 ～ 5年
器具及び備品 4 ～ 8年

（２）無形固定資産
　　　　・減価償却の方法・・・定額法
　　　　・主な耐用年数

流域下水道施設利用権 35年
２　引当金の計上方法
（１）賞与引当金及び法定福利費引当金

（２）貸倒引当金

（３）退職給付引当金
　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　Ⅱ．予定貸借対照表等関連
１　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担する

　Ⅲ．セグメント情報
１　報告セグメントの概要

　筑後市下水道事業会計は、公共下水道事業のみの単一セグメントであるため、セグメント情報は省略する。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　注　記

する額（令和3年6月に支払う期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、令和2年12月～令和3年3月までの4ヶ月分）を計上している。
　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支払見込額に基づき、当年度の負担に属

と見込まれる額は、３，０３９，４７１千円である。


